
港湾の施設の技術上の基準・同解説（H19.4）一部改訂 新旧対比表 
行又は項目 現行 改訂 

第 3 編 
第 8 章 船舶 
1 対象船舶の諸元 
P393 
 

表－1.1 対象船舶の主要な諸元の標準値 
 

２．コンテナ船 
載貨重量トン数 

DWT（トン） 
全長 Loa 

（m） 
垂線間長 Lpp 

（m） 
型幅 B 

（m） 
満載喫水 d 

（m） 
参考：積載可能 
コンテナ個数 TEU 

 10,000 
 20,000 
 30,000 
 40,000 
 50,000 
 60,000 
100,000 

139 
177 
203 
241 
274 
294 
350 

129 
165 
191 
226 
258 
279 
335 

22.0 
27.1 
30.6 
32.3 
32.3 
35.9 
42.8 

 7.9 
 9.9 
11.2 
12.1 
12.7 
13.4 
14.7 

 500～ 890 
1,300～1,600 
2,000～2,400 
2,800～3,200 
3,500～3,900 
4,300～4,700 
7,300～7,700 

 
 

表－1.1 対象船舶の主要な諸元の標準値 
 

２．コンテナ船 
載貨重量トン数 

DWT（トン） 
全長 Loa

（m） 
垂線間長 Lpp 

（m） 
型幅 B 

（m） 
満載喫水 d

（m） 
参考：積載可能 
コンテナ個数 TEU 

 10,000 
 20,000 
 30,000 
 40,000 
 50,000 
 60,000 
100,000 
140,000 
165,000 

139 
177 
203 
241 
274 
294 
350 
366 
381 

129 
165 
191 
226 
258 
279 
335 
350 
363 

22.0 
27.1 
30.6 
32.3 
32.3 
35.9 
42.8 
48.8 
53.8 

 7.9 
 9.9 
11.2 
12.1 
12.7 
13.4 
14.7 
15.5 
16.0 

 500～ 890 
1,300～1,600 
2,000～2,400 
2,800～3,200 
3,500～3,900 
4,300～4,700 
7,300～7,700 

11,500～12,400 
13,700～14,500 

 

第 3 編 
第 8 章 船舶 
1 対象船舶の諸元 
P395 
 

(3) 対象船舶の主要諸元の標準値の表は、それぞれの段階的なトン数における船舶の主要諸元を示すが、これは統

計的な解析等により得られた値 1)であり、全体のカバー率 75%値を示す。したがって、同一のトン数でもこの表の

値を越える諸元を有する船舶が存在するとともに、その逆に、対象船舶として設定したトン数以上でも表より小さ

な諸元を有する船舶が存在する。 
(4) 対象船舶の主要諸元の表を求めるために用いたデータは LMIU Shipping Data (2004.1)2)及び日本船舶明細書

（2004年版）3)である。 

 

(3) 対象船舶の主要諸元の標準値の表は、それぞれの段階的なトン数における船舶の主要諸元を示すが、これは統計

的な解析等により得られた値 1)1-1)であり、全体のカバー率 75%値を示す。したがって、同一のトン数でもこの表の

値を越える諸元を有する船舶が存在するとともに、その逆に、対象船舶として設定したトン数以上でも表より小さ

な諸元を有する船舶が存在する。 
(4) 対象船舶の主要諸元の表を求めるために用いたデータは LLI/IHSF Shipping Data (2004.1/2010.1)2-1)、Clarkson 

Register Data (2010.7)2-2)及び日本船舶明細書（2004 年版）3)である。 
 

［参考文献］ 
P398 
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行又は項目 現行 改訂 
第 4 編 
第 5 章 係留施設 
2 岸壁 
2.1 岸壁に関する共通

事項 
2.1.1 岸壁の諸元 
P944 

⑥ 岸壁の諸元の標準値 
 

表－2.1.1 対象船舶を特定できない場合のバースの主要諸元の標準値 
 

２．コンテナ船 
載貨重量トン数 

DWT（トン） 
バースの長さ 

（m） 
バースの水深 

（m） 
（参考）積載可能 
コンテナ個数（TEU）

10,000 
20,000 
30,000 
40,000 
50,000 
60,000 

100,000 

170 
220 
250 
300 
330 
350 
400 

9.0 
11.0 
12.0 
13.0 
14.0 
15.0 
16.0 

500
1,300
2,000
2,800
3,500
4,300
7,300

～
～
～
～
～
～
～

890 
1,600 
2,400 
3,200 
3,900 
4,700 
7,700 

 
 

⑥ 岸壁の諸元の標準値 
 

表－2.1.1 対象船舶を特定できない場合のバースの主要諸元の標準値 
 

２．コンテナ船 
載貨重量トン数 

DWT（トン） 
バースの長さ 

（m） 
バースの水深 

（m） 
（参考）積載可能 
コンテナ個数（TEU）

10,000 
20,000 
30,000 
40,000 
50,000 
60,000 

100,000 
140,000 
165,000 

170 
220 
250 
300 
330 
350 
400 
440 
470 

9.0 
11.0 
12.0 
13.0 
14.0 
15.0 
16.0 
17.0 
18.0 

500
1,300
2,000
2,800
3,500
4,300
7,300

11,500
13,700

～
～
～
～
～
～
～
～
～

890 
1,600 
2,400 
3,200 
3,900 
4,700 
7,700 

12,400 
14,500 

 
 

 



  
行又は項目 現行 改訂 

第 4 編 
第 7 章 荷さばき施設 
3 荷さばき地 
3.5 コンテナターミナ

ルエリア 
3.5.2 性能照査 
(7) バックヤードエリア 
P1355 

② 各係数の具体的な設定には、対象とするコンテナターミナルの特性に基づいて設定することが望まし

い。ここで、設定に際しては国内外のコンテナターミナルにおける実績値を示す図－3.5.118)～図－3.5.128)

を参考にすることができる。なお、文献 8)において、バックヤードエリア施設面積 By に対して以下の値

を示している。 

1) バックヤードエリア施設面積 (By) 
By = 7,500 m2（マーシャリングエリア面積：90,000 m2 未満） 
By = 9,000 m2（マーシャリングエリア面積：90,000 m2 以上） 

 
なお、各施設のエリア面積 By については、以下の値を参考にすることができる 9)。 

コンテナフレートステーション：幅(30～60m)×長さ(100～180m) 
メンテナンスショップ：800～1,000 m2  
管理棟：1,000～2,000 m2  
ゲート：300 m2 

 

② 各係数の具体的な設定には、対象とするコンテナターミナルの特性に基づいて設定することが望まし

い。ここで、設定に際しては国内外のコンテナターミナルにおける実績値を示す図－3.5.118)～図－

3.5.128)を参考にすることができる。なお、文献 8)、8-1)において、バックヤードエリア施設面積 Byに対し

て以下の値を示している。 
1) バックヤードエリア施設面積 (By) 

By = 7,500 m2        （マーシャリングエリア面積：90,000 m2 未満） 
By = 9,000 m2        （マーシャリングエリア面積：90,000 m2 以上） 
By= 0.05B＋4,000 m2 （マーシャリングエリア面積 B が 90,000 m2 より非常に大きい場合） 

 
なお、各施設のエリア面積 By については、以下の値を参考にすることができる 9)。 

コンテナフレートステーション：幅(30～60m)×長さ(100～180m) 
メンテナンスショップ：800～1,000 m2  
管理棟：1,000～2,000 m2  
ゲート：300 m2 
 

(8) コンテナターミナル

エリア幅 
P1357 

② コンテナターミナルエリア幅 Lb の標準的な値 
コンテナターミナルエリアに関する様々な条件まで想定されない場合、コンテナターミナルエリア幅 Lb の設定にあ

っては、国内外のコンテナターミナルにおける実績値を示す図－3.5.148)を参考にすることができる。なお、文献 8)に
おいては、バース水深に対応したコンテナターミナルエリア幅の標準的な値として以下の値を示している。  

Lb = 300～400m  （バース水深 15m 未満） 
Lb = 350～600m  （バース水深 15m 以上） 

 

② コンテナターミナルエリア幅 Lbの標準的な値 
コンテナターミナルエリアに関する様々な条件まで想定されない場合、コンテナターミナルエリア幅 Lb の

設定にあっては、国内外のコンテナターミナルにおける実績値を示す図－3.5.148)を参考にすることができ

る。なお、文献 8)、8-1)においては、バース水深に対応したコンテナターミナルエリア幅の標準的な値として

以下の値を示している。  
Lb = 300～400m （バース水深 15m未満） 
Lb = 350～600m （バース水深 15m以上 16m 以下） 
Lb = 400～700m （バース水深 16mより大） 
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P1358 
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